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現状の課題認識と本日の論点
 日本の託送料金制度は、総括原価方式を基礎に、効率化インセンティブや需要家還元の促進、

外生的な変動の機動的な反映等を図るため、事業環境の変化を踏まえた料金査定方法や料
金改定手続きの部分的な修正を都度実施してきたところ。

 現行においても、値上げ認可申請を行えば制度的には必要な投資の原価算入は可能であり、効
率化促進のためのインセンティブも一定程度までは働き得る制度であると評価できる。

 他方で、高経年化対策等の構造的課題を抱える中で、需要見通しが不透明化し、投資の予
見可能性が低下する一方、再エネ主力電源化やレジリエンス強化、デジタル化等の様々な環
境変化に的確かつ機動的に対応する観点からは、一般送配電事業者のコスト効率化のインセン
ティブが低いことや、再エネ導入のための追加投資等の料金認可時には総額を予見することが難し
い費用が機動的に回収できていないなど、現行制度では合理的でない点、改善すべき点がある
ことも事実であり、託送料金制度の見直しが必要であるという出発点に立ち、見直しの基本的
な方向性について議論することが必要ではないか。

 また、日本においては既存の制度のベースは維持しつつ、その都度改善する方式を採ってきたが、
欧州においては料金制度における制度の基幹システムの変更（プライスキャップ、レベニューキャップ
への転換、期中調整の拡大等）等も含めた見直しがなされているところ。

 このため、今回の見直しにおいては、欧州等における改革の知見も取り入れ、基幹システムの変
更も含めてご議論いただきたい。

 また、現行制度において顕在化している個別の論点として、送配電事業者が確保する調整力、
供給予備力及び供給力の託送料金制度上の扱いについてもご議論いただきたい。
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見直しの基本方針について①
 「国民負担抑制」と「必要な投資確保」の両立が大原則であり、このための基本コンセプトは「『単
価』の最大限の抑制」×「必要な投資『量』の確保」。需要見通しが不透明化し、高経年化対策
等の構造的課題に加え、投資の予見可能性が低下していく環境下では、結果として再エネ主力
電源化やレジリエンス強化に対応した投資が行われない可能性もある。

 2020年に発送電分離によって、 NW事業は全発電事業者・需要家に制度的により中立性・
公平性が担保される一方、法人であるNW事業者にとって外生的な要因が増加することが見込
まれる。外生的な要因について、コスト効率化にも配慮しつつ、託送料金における機動的な反映
を可能とする制度について検討することが必要ではないか。

 制度検討の際には、日本の現行制度の趣旨や意義を十分踏まえた上で、自由化と再エネ導入
という課題に先行して改革を進める欧州等からの教訓を最大限に活用すべきではないか。

 この際、福島の復興について、廃炉にかかる必要な資金の捻出等について様々な制度的措置が
講じられているところ、今般の託送制度見直しについても、福島復興に必要な対応が後退するこ
とがないようにするべきではないか。
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＜本委員会での意見＞
 再エネ大量導入、電力インフラのレジリエンス強化、次世代型のネットワークへの転換などの環境変

化の中で、持続可能な制度設計が必要であり、特に託送制度については、中長期的な視点で、
現状制度が足元の課題に適切に対応できているか、見直すべき。（永田委員）

 事業者側の創意工夫を促した上で、必要な投資を確保する託送制度上の仕組みを考える必要
がある。（市村委員）



見直しの基本方針について②
 「効率化促進」と「必要な投資確保」の政策効果を適切に発現させるため、電気料金制度全体と
の整合性を確保させるために必要な措置を検討すべきではないか。

 具体的には、今般の託送制度見直しの結果、一般送配電事業者にとって外生的な要因に対し
て託送料金変動を機動的に反映させる措置を講ずる場合には、託送料金の変動が高い頻度で
発生することに対応し、こうした変動については合理的な査定と情報開示がなされる前提の上で、
小売の経過措置料金に機動的に反映させるための仕組みについて、その詳細を検討するべきで
はないか。
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＜本委員会での意見＞
 託送制度の在り方は、効率化すべきものと必要なもの、また、コントロール可能な部分としにくい部分

を見極めて進めていくべき。（秋池委員）
 料金設定の方法だけでなく、どのようにその料金の査定を行うかということも将来の投資の促進に影

響を与えるため、セットで検討すべき。（新川委員）



見直しの基本方針について③
 再エネ主力電源化や災害対応等、日本全体として取り組むべき政策課題に伴う費用負担の地
域偏在性の是正等について、今般の託送料金制度見直しに併せて措置していくことが必要では
ないか。

 具体的には、全国の託送料金で回収する方式の導入や、FIT賦課金方式の選択肢としての検
討、事業者間精算単価の機動的な見直し等について、その詳細を検討するべきではないか。

 また、脱炭素化の動向やテクノロジーの進展等、将来の不確実性を見越した柔軟な制度設計を
志向すべきではないか。
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＜本委員会での意見＞
 ネットワークを整備しても採算が取れない地域もあるところ、その費用について企業の中で内部補助という形で対応するの

か、あるいは別に制度を作ってそこで費用回収を担保していくのか、といった問題は航空の分野でも抱えている問題であり、
今後自由化が進んでいく中では議論すべき論点。（大橋委員）

 地域ごとの託送負担という枠を超えて全国負担する考え方もあり得る。（新川委員）
 ユニバーサルサービスについては、全国大で同一の負担をすることにより品質の概念も変わってくる可能性もあるため留意

が必要。（大橋委員）
 ドイツにおける洋上風力のネットワークと変電設備に関する費用については系統利用料金ではなく、賦課金の中で全国

負担する制度に変わった。全国負担にも多様な方法があるため、幅広く検討すべき。（岡本オブザーバー）
 消費者に自由化のメリットを伝える際、広域的に電力融通されるので安定供給に繋がると説明をしているが、現状はそう

なっていない。託送料金を考えても、日本では各社それぞれ異なっている。地域間の格差が拡大するのであれば、１つに
統合することも考えられる。（辰巳委員）

 投資に対する回収期間は非常に長く、その間に新しい技術が生まれてくることも考えられるが、将来は分からないため、そ
の時点ではその投資は選択として最適であったという説明を事業者側ができることが重要。（田中委員）



＜インセンティブ規制制度について ＞
 現状でも「事業者インセンティブの創出」の要素を一定程度取り込んだ制度となっているが、新たな

手法の意欲的な導入も含めた効率化策について、事業者の創意工夫を最大限に引き出す制度
とすることが必要ではないか。

 このため、「事業者自らが不断の効率化を行うインセンティブ設計」と「その効率化分を適切に消
費者還元させ、国民負担を抑制する仕組み」の両立を図る制度とすることが必要であり、「事業
者インセンティブの創出」の要素をさらに深化させることが必要ではないか。

 この点、欧州先進国等においては、「事業者自らが不断の効率化を行うインセンティブ設計」として、
いわゆる「インセンティブ規制」を導入しているが、「インセンティブ規制」は、料金や収入の上限のみ
を設定する制度となっている。

 このため、インセンティブ規制は、①事業者努力による効率化分を事業者の利益とすることを許
容し、効率化促進のための「インセンティブ」を創出する要素と、②基準料金（収入）を下回る
料金（収入）を事業者自らが設定することを可能とすることで、機動的な需要家還元を実現
する要素の２つを内包することとなる。

 我が国において、「事業者自らが不断の効率化を行うインセンティブ設計」と「その効率化分を適切
に消費者還元させ、国民負担を抑制する仕組み」の両立を図る制度として、欧州先進国におけ
る改革事例も参考に、レベニューキャップを中心とした「インセンティブ規制」の導入も視野に入れ
つつ、制度の詳細を検討することが適当ではないか。

 この際、我が国全体として持続的な効率化が実現されるよう、事業者間等の比較によって効率
化が働くための仕組みについても、その詳細を検討すべきではないか。
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効率化促進のための制度のあり方①
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＜本委員会での意見＞
 現在の日本の制度は、実質的には効率化係数も物価調整条項もないプライスキャップにかなり近いものと認識し

ている。現行の制度を変更する場合には、効率化インセンティブをどう設計できるか熟考してほしい。現行の制度
には、ある種の効率化インセンティブが組み込まれているが、制度変更によってコスト増にならないよう、全体を見
た改革が必要。（松村委員）

 イギリスでは、収入と実コストの差分の一部を顧客に還元し、残りを投資に回せるというwin-winの関係となる制
度となっている。需要家側はコスト削減による電気料金の低減、ネットワーク事業者側は再エネ投資のインセン
ティブを受けるといった双方にメリットがある仕組み作りが必要。（林委員）

 託送改革について、一般的にはプライスキャップよりレベニューキャップの方が合理的な点があると思うが、需給にか
かわる事業者目線でもメリット・デメリットを十分検討すべき。（永田委員）

 日本の託送料金制度の基本設計が総括原価とインセンティブ規制のハイブリッドという整理は現状その通りだと
思うが、今後需要減少や分散型電源による自家消費の進展で減収基調になっていくことを前提にすると実態は
総括原価方式に寄って行くと考えられる。その中で合理的な投資が行われる制度設計を検討すべき。（岡本オ
ブザーバー）

 託送制度設計について海外の例をまとめていただいたが、そもそも各国の制度設計の前提を十分理解した上で、
改定等を進める検討材料にしていただきたい。例えば、ドイツでは実績・過去原価をベースに託送料金を算出し
ているが、イギリスではforward-lookingで将来の投資計画をベースに託送料金を算出しているなど、それぞれ
前提の異なった仕組みになっている。現在の日本の総括原価方式においても、forward-looking等、諸々が
考慮された制度になっているので、多面的な検討が必要。（永田委員）

効率化促進のための制度のあり方①



＜適切な消費者還元・国民負担抑制のための仕組み＞
 「効率化分を適切に消費者還元させ、国民負担を抑制する仕組み」として、例えば、効率化分
の需要家への還元が適切に行われているかを定期的に確認する制度や、効率化分の一部を期
中に需要家に還元するプロフィットシェア制度、多様なプレーヤーを巻き込み専門性を活かした
質の高い査定スキーム、値差収益を活用した連系線形成など、様々な取組が考えられる。欧州
先進国等における取組事例を参考にしながら、詳細について検討を進めるべきではないか。

 また、併せてデジタル化、IoT化の推進によるコスト効率化を推進すべきではないか。
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＜本委員会での意見＞
 値差収入の連系線増強費への活用は賛成だが、費用の総額部分に充てるのか、全国回収部分に充てるのか、と

いった充て方とその考え方の整理が必要。現状増強される予定の連系線は多くないため、現時点においては、今ある
値差収入分は全額それらの増強費に使うのではないかと考えているが、制度設計の際には検討いただきたい。
（新川委員）

 費用負担については受益者負担が原則であり、誰が受益を受けるのかということをしっかり議論すべき。その上で、値
差収入は市場分断により生じるため、分断を解消するために系統への投資に使うのは合理的である。（市村委員）

 値差収入の活用は、誰が利益を得て、誰が損をするかという意見の出し合いで収集がつかず、何年も実現しなかった
経緯もある。今回のように損得ではなく、合理的な提案により迅速に活用が進むようになってほしい。（松村委員）

 レジリエンス要請の高まり、需要家側における変化、IT技術の進展などの社会変化がネットワークを変化させざるを得
ない状況となっている。テクノロジーが与える影響は一般送配電事業者のみならず、新電力、需要家側にも広がって
おり、これらがもたらす変化に留意が必要。（山田オブザーバー）

 社会コストが最小化される制度や技術導入が促進される制度を入れるべき。（林委員）

効率化促進のための制度のあり方②



＜発電側基本料金導入との関係について＞
 加えて、発電側への効率的NW利用・形成のインセンティブを導入し、発電＋NWコスト最小化を

実現することは重要。この点、発電側基本料金については、2020年度以降なるべく速やかに導
入することとなっているが、託送制度見直しの中で、電力・ガス取引監視等委員会においてその詳
細検討を速やかに進めていくべきではないか。また、今回の託送制度見直しにおいては、発電側
基本料金導入と整合的になるようスケジュールを配慮すべきではないか。

11

＜本委員会での意見＞
 発電側基本料金やデジタル化による運用の高度化のバランスを図りながらトータルコストが最小化す

るよう制度設計を検討すべき。（大橋委員）
 現状日本では発電側は系統形成の際のイニシャルコストは負担するが、ランニングコストの負担がな

いため、発電側基本料金として発電側にも負担を求めることは合理的。（新川委員）
 基本料金は需要変動の影響を受けにくいため、日本においても基本料金を高くすることによって対応

することが合理的である可能性がある。（松村委員）
 今のネットワークは歴史的な形成であり、最適化のためには変える余地がある。その中で考えられるの

は発電側基本料金で、この料金の取り方を地点ごとに差をつければ、小売事業にとってはイコール
フッティングだが、ネットワーク形成においては変化が生じ得る。（山地委員長）

効率化促進のための制度のあり方③



「必要な投資確保」のための制度のあり方①
＜外生的要因に対応した期中調整スキーム＞
 必要な投資を確保するためには、合理的な投資であれば回収できる予見性が確保されることが大

原則となるが、現状は、需要見通しが不透明化し、投資の予見可能性が低下する環境下にある
という認識に立つべきではないか。

 欧州先進国等においても、電力需要の見通しが不透明となる中、コスト効率化と再エネ導入等
を両立させるという課題への対応策として、需要変動や系統増強費用、調整力費用等の外生的
な変動要因について、機動的に託送料金へ反映させる「期中調整スキーム」を導入している。

 我が国においても、発送電分離によって一般送配電事業者にとって外生的な要因が増加し、かつ、
再エネ主力電源化やレジリエンス強化への対応等、それらの要因に基づく投資（次世代投資）
の必要性も高まっていく中、これらの投資ニーズに機動的かつ確実に対応するため、期中において
も外生的な費用を機動的に託送料金に反映すること等を可能とする制度について、その詳細を
検討するべきではないか。
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＜本委員会でのコメント＞
 次世代投資分と既存系統分で切り分けて考える場合、次世代投資分は時間やコストがかかる場合があるため、この

投資を促進するための託送制度の在り方は検討するべき。既存ネットワークのコストを削減した分、変分改定でネット
ワーク改革側に回してくことが非常に重要。期中調整スキームは現在日本にはないが、太陽光や風力発電の大量導
入による追加的な系統増強費用の発生や、そもそも需要が予測できない部分もあるところ、今後のネットワーク形成を
考える上で必要ではないか。（林委員）

 効率的な投資を事業者が自立的に行っていけるような仕組みや機動的に世の中の情勢の変化に合わせて行う投資、
それに合わせた費用回収も必要であり、確実性が確保できる仕組みを検討いただきたい。（岡本オブザーバー）



「必要な投資確保」のための制度のあり方②
＜必要な投資・費用の確実な回収スキーム＞
 さらに、投資の予見可能性を高めるため、電力ネットワーク事業として必要と認められた

投資・費用について、確実に回収される原価算定・査定の在り方や、基本/従量料金
比率といった料金構造のあり方等についても、今回の制度見直しの中で、その詳細を
検討するべきではないか。
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＜本委員会での意見＞
 ネットワーク事業がkWだけでなく、ΔkW等の新たな価値に転換していくことには同意するが、価値の転換が起こる

以上、当然ネットワークの費用負担の在り方についてもそれに合わせる必要があるのではないか。また、従量料金
ではなく、基本料金を主軸とした回収も検討すべき。（小野委員）

 鉄塔を建てる際に追加コストを少し出せば、今後1本さらに送電線を追加することになった場合でもコストが安く
済むが、今それをやると過剰投資になるのでやっていない。しかし将来的には追加がなされ、結局新しい鉄塔を建
てる必要があるといった逐次的な過剰投資の方がよほど問題ではないか。査定の段階で大規模投資が適切だっ
たにも関わらず、逐次的な過剰投資を実施した結果非効率になったのあれば、それを査定するというのは十分現
行ルールでもありえる話。（松村委員）



「必要な投資確保」のための制度のあり方③
＜政策課題への対応を加速化させるための措置のあり方＞
 これらの基本的な投資予見性の確保策に加え、再エネ主力電源化等の社会的な要
請の大きい政策課題への対応を加速化させるための措置についても検討が必要では
ないか。

 たとえば、現行の我が国の託送制度においても、連系線投資に対する事業報酬率を通
常の1.5倍とするといった制度が導入されていることや欧州先進国等における対応策など
も参考に、どのような制度を取りうるか、その詳細を検討するべきではないか。
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＜本委員会での意見＞
 コスト効率化の取組についてだが、例えば、需給調整を行うために、CAPEXで対応する場合は蓄電池の新設、

OPEXで対応する場合はDRの新規契約とすると、OPEXの方がトータルコストは安くなる。OPEXに切り替えた場
合にトータルコストが安くなるものについて、事業報酬率でメリットを与えることはコスト効率化促進の観点から非常
に有益であるため、是非検討いただきたい。（草薙委員）



「必要な投資確保」のための制度のあり方④
＜災害時の確実な費用回収の仕組み＞
 災害時に必要な対応を事業者が機動的に取るための制度的措置についても、託送料金制度見直しの中

で検討するべきではないか。
 具体的には、例えば下記の仕組みについて、制度的措置の在り方について詳細を検討するべきではないか。
 （日本と同様災害が多発しており、制度的措置の必要性が高い）アメリカにおける先行事例も参考にした
災害対応費用の事前の積み立て方式・事後的な精算方式

 災害多発国である日本においては、災害対応は全国的な課題と捉え、その費用の全国大での回収方式

15

＜本委員会での意見＞
 電力需要が下がればその分だけ託送料金収入も低下していく一方で、近年の災害の増加もあり、費用は増加しているのではな

いか。災害からの早期復旧対応に係る合理的な費用を回収するスキームの検討をしっかりやってほしい。（林委員）
 現在日本では災害復旧費用が不足した場合、特別損失を計上して単年度で処理することが多いため、非常に不健全。託送料

金による費用回収の仕組みの導入など、事後回収できる仕組みを整備いただきたい。（草薙委員）
 災害復旧費用について、フロリダ州では引当金として回収するということだが、会計的には費用を規制資産として捉えているところ、

現行の日本の制度で同様の処理をすることは難しいという認識。こういう会計処理を実務上、制度上どう導入するかというのは更
なる検討が必要ではないか。（永田委員）

 災害復旧の費用については、合理的な費用について確実な回収ができることが重要。また、緊急時だけでなく平時の備えも重要
であるところ、たとえば電源車の整備等、災害時の備えのための費用回収も認めるのかということについて検討が必要ではないか。
（市村委員）

 災害対策費については日本では上振れカットがなくなれば躊躇なく災害対応に当たれるのではないかと思われる。災害後の費用
回収については、回収期間によっては金利も考えなければならないが、生活コストの上昇を考慮すればフロリダ州のように平準化す
るということも考えられるのではないか。（秋池委員）

 災害復旧事後の費用回収制度については、合理性があるということも必要だが、根本は事業者が前向きに取り組めるような仕組
みにすることが重要。（大橋委員）
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送配電事業者が確保する調整力、供給予備力及び供給力の託送料金制度上での扱い

 現行の託送料金上、送配電事業者が確保する調整力にかかる固定費はH3需要*6%分のみ
原価算入することが認められている。

 一方で、偶発的需給変動対応に必要な調整力7%のうちの1%と、電源I´相当量は、現状で
は原価算入が認められていないが、送配電事業者が確保すべきとされてきた。

 更に、今般のレジリエンス・供給力確保に係る議論の中で、H1需要と電源脱落が同時発生した
際に備えるための予備力を送配電事業者が確保することや、小売事業者が本来確保すべき供給
力(H3需要*101%)を確保せず供給力が不足する際には、やむを得ず不足分を送配電事業者
が確保することとされている。

 現状、送配電事業者が確保すべきとされる調整力及び予備力の範囲と託送料金上原価算入で
きる調整力及び予備力の範囲が乖離してきており、改めて、送配電事業者が確保すべき調整力
及び予備力の範囲と、その託送料金上での扱いについて整理することが必要ではないか。ま
た、需給調整市場が整備される中で、当該費用は毎年変動することが考えられるため、柔軟に反
映できるように配慮する必要があるのではないか。
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（参考）調整力及び予備力の費用負担に関する広域機関での議論 ①
（出典）第6回電力レジリエンス等に関する小委員会
（平成31年４月26日） 資料2-1
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（参考） 調整力及び予備力の費用負担に関する広域機関での議論 ②
（出典）第6回電力レジリエンス等に関する小委員会
（平成31年４月26日） 資料2-1





１．託送制度の在り方

２．NW次世代化等に対応した制度の在り方

３．脱炭素化社会の実現に資する需要サイドの
電化の役割

４．災害時における需要側の役割
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需給調整市場創設に伴う広域的な調整力の調達・運用について
 現状、各一般送配電事業者が、個別のエリアで必要な調整力を調達・運用しているが、需給調

整市場創設後は、広域的・効率的に調整力を調達・運用する。

 制度検討作業部会中間とりまとめ（2018年7月13日）において、需給調整市場創設時は、
周波数維持義務等を担う各一般送配電事業者が相互に連絡調整しながら市場を開設するこ
ととされた。

 一方、全国一体的な取引が行われる段階では、効率的な市場運営が可能となるよう、需給調整
市場に係る組織形態や契約形態の見直しを含めて、改めて検討することが適当であるとされてい
る。検討に当たっては、各一般送配電事業者の業務・責任の分担や、新たな組織形態・契約形
態を考えた場合、その法的・制度的な位置づけの整理も含め、今後検討を進めていく必要があ
るのではないか。

＜2021年段階：一般送配電事業者間での相互調整＞ ＜将来：新たな組織形態・契約形態の見直しも改めて検討＞







（参考）仕様統一化の取組み
 一般送配電事業者のエリアを超えた全国大の取組として、再エネ導入コストの最小化を目的とした

仕様統一化が行われている。

 調達額が大きく、新規の電源アクセスの際にも使用される以下３品目について、２０１９年度中
に、全社統一仕様を決定する予定。

 仕様統一化品の導入や調達方法の改善について各社ロードマップを作成しており、２０１９年度
以降、定期的に進捗報告を行うこととなっている。

対象品目 イメージ図 選定理由 統一化の方向性

架空送電線
（ACSR/AC）

• 再エネ導入に係る新設工事でも追加的に使用
される。

• 全国的な調達額が大きい。

仕様数2 → 全国大で統一

※アルミ送電線には通常の仕様(ACSR)と、耐食
性の高いもの(ACSR/AC)が存在するが、価格差
が小さいため、耐食性の高い仕様に全国で統一。

ガス遮断器
（66・77㎸）

• 再エネ導入に係る新設工事でも追加的に使用
される。

• 各社の仕様が異なっており、統一化による効
果が大きい。

10社個別仕様 → 全国大で統一

地中ケーブル
（6㎸CVT）

• 再エネ導入に係る新設工事でも追加的に使用
される。

• 各社の仕様が異なっており、統一化による効
果が大きい。

10社個別仕様 → 全国大で統一

43
（出所）第11回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2018年12月26日）資料４













（参考）FITに頼らないビジネス事例
 RE100企業等の需要家が非FIT再エネ電源に投資して電力を購入するVirtual PPAの実現

も視野に、ブロックチェーンを活用したP2Pの電力取引プラットフォームの開発に乗り出す事業者
（プラットフォーマーとしてのビジネスモデル）も登場。

（出典）みんな電力株式会社より提供

（出所）第13回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネッ
トワーク小委員会（平成31年4月22日）資料１
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１．託送制度の在り方

２．NW次世代化等に対応した制度の在り方

３．脱炭素化社会の実現に資する需要サイドの
電化の役割

４．災害時における需要側の役割
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脱炭素化社会の実現のための「電化」

 脱炭素化社会の実現のためには、供給サイドの脱炭素化と同時に、需要サイドの電化の進展が
必要であることが欧米等で議論されているところ。再エネ導入＋電化について、各国で高い脱炭
素化ポテンシャルが見込まれている。

 日本においても、本年６月に閣議決定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」の
中で、エネルギー供給の低炭素化に貢献する要素の一つとして「電化」が挙げられており、非化
石電源比率を引き上げつつ電化率を向上させていく方針となっている。

 また、人口が減少していく中で再エネ大量導入に必要なNW投資をした場合であっても、電化に
よって電力利用率が高まることにより、 kWhあたりのNW負担額が抑えられるという好循環が
生じることも考えられる。

 脱炭素化社会の実現に向けてあらゆる手段を追求していく方針の中で、需要サイドの「電化」につ
いて、エネルギー需給構造の低炭素化に貢献する有効な手段として、積極的に評価していくべき
ではないか。
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（参考）「長期戦略」における電化の位置づけ

 本年6月11日に閣議決定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」の中で、電化
(電動化)は、エネルギー供給の低炭素化に貢献する要素の一つとして挙げられており、政府とし
ても非化石電源比率を引き上げつつ電化率を向上させていく方針となっている。

【参考】パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 （2019年６月11日 閣議決定）
第2章 各部門の長期的なビジョンとそれに向けた対策・施策の方向性 第1節 排出削減対策・施策
1.(1) ①エネルギー起源CO2排出削減の進捗状況

エネルギー起源CO２の排出削減のため、エネルギー供給の低炭素化（電力供給における非化石電源比率の引上げ、電化率の向上、化石燃料利用における低炭素燃料への転換
等）と省エネルギー（エネルギー消費効率の向上）を推進している。

1.(3) ⑤ (a)省エネルギー
2050 年に向けては、各部門における抜本的な省エネルギー努力や需要の革新を進める。産業部門においては、技術革新による電化・水素化等を進めるとともに、その難易度が高い
分野を中心に、未利用熱の徹底的な活用を含めたエネルギー効率の向上を進める。

3.(1)③自動車に関する気候変動対策への積極貢献
新興国を中心に世界の自動車販売台数が引き続き増加する見込みの中、世界規模で、自動車の環境性能向上にこれまで以上の期待と要請が高まっている。自動車による気候変
動対策への積極貢献のカギは電動化による環境性能向上である。電動化のカギとなる蓄電池、燃料電池などの電池は、過去数年の間に急激に技術革新が進み価格の低下が進展
している。電動車が内燃機関の自動車と同等の価格・スペックを実現するまでには更なる技術革新が求められるものの、ブレークスルーの可能性がある。

4.(3)①(a)住宅・建築物での取組
また、ヒートポンプ式給湯器等の熱利用の省エネルギー対策と合わせて、外気温に影響されにくい地中熱、バイオマス熱等についても、地域の特性に応じて利用モデルを構築し、住宅・建
築物への普及を促進する。さらに、電力供給の脱炭素化とともに、くらしにおいて、エネルギー利用の効率化を前提とした電化、水素化等も有効である。

4.(3)②(c)カーボンニュートラルな農山漁村づくり
農林水産業においては、ICT を活用した施業の効率化による「スマート農林水産業」の実現等により、温室効果ガス排出削減を図る。また、省エネルギー設備の導入、施設園芸での加
温施設における木質バイオマス燃料への転換や地中熱の利用、家畜排せつ物のエネルギー利用の推進、農林業機械・漁船の電化・水素燃料電池化等を推進する。これらにより、農
林水産業における CO２ゼロエミッションを目指す。

第3章重点的に取り組む横断的施策 第1節イノベーションの推進
2.(4)①省エネルギー技術／エネルギー転換

省エネルギー技術については、化石燃料を使う分野だけでなく、化石燃料から転換できた分野においても必要となる横断的基盤となる技術である。既に多くの技術開発投資がなされて
いるが、最終エネルギー消費の多くを化石燃料の燃焼等による熱の利用が占めていることから、まずは徹底した熱の有効利用が必要である。また、脱炭素化のためには、電源の脱炭素
化の取組と合わせて需要側の電化も期待されている。

2.(4)①(b)電化
さらに、電源の脱炭素化の取組と合わせて、最終エネルギー消費における電化は、適用に困難が伴う分野や工程もあるものの、加熱や乾燥工程など産業プロセスでの化石燃料
消費を削減する可能性がある。プロセスの制御性を高めることにより、エネルギー消費の低減だけでなく、少量多品種生産・自動化といった生産プロセスへの付加価値の提供が期待され
る。さらに、一部の電力を多く消費する生産工程を機動的に運用することにより系統安定化のための調整力となる可能性がある。これまで、ヒートポンプや効率的に加熱できる赤外線乾
燥設備といったエネルギー効率の高い設備や、作業環境を大きく改善できる金属加工用の誘導加熱設備などの付加価値を生み出す設備の導入は一部進んでいる。より一層の電化を
促進させるためには、一品一様で高コストとなりやすい設備の低コスト化、電化によるプロセスやプロダクトの高付加価値化など、技術面・経済面での課題克服が重要である。















１．託送制度の在り方
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災害時における需要家の役割について
 需要家に対して、例えば北海道では冬季における電力需給対策として無理のない範囲での節電

への協力を含め、平常時においても省エネに御協力をいただいているところ。

 また、災害時においては、まずは供給サイドで電力ネットワークの早期復旧に最大限努めるべき
であり、その中で、需要家においても、DRの発動等に対応いただく形で貢献をいただくこととなる。そ
の上で、復旧作業の長期化等により、なお供給力が不足する場合には、節電要請等、需要家に
幅広くご協力をいただく可能性もある。

 実際、昨年の北海道胆振東部地震においては、家庭・業務・産業の各部門に対して平時と比
較して２割の節電要請に対して真摯に取り組んでいただくとともに、自家発電設備の稼働、個別
の需要抑制等の需給逼迫緩和のための取組に御協力をいただいた。

 また、一部の電力会社からは、停電情報をピンポイントで確認できるだけでなく、需要家側から電
力設備の被害情報を画像付きで電力会社に送付できるアプリがリリースされており、こうしたアプリ
等を通じて可能な範囲での情報提供が期待されるところ。

 こうした取組を含め、災害時においても、需要家にも引き続き一定の役割を担っていただくことが
重要と考えられる。
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（参考）政府による節電への協力依頼の状況（全体）

各部門での節電対策（北海道）
① 家庭（ピーク需要の５割）

家庭での消費電力量では、照明が最大。テレビ、冷蔵庫などの
待機電力も多い。３割以上の消灯などの「家庭の節電対策メ
ニュー」を、世の中に広く周知・広報。

② 業務（ピーク需要の３割）
照明の割合が非常に大きい。団体や企業に対して、「事業者

の節電対策メニュー」を周知し、執務エリアの照明の間引きや、使
用してないエリアの消灯を徹底。

③ 産業（ピーク需要の２割）
業種ごとに使用形態が異なる。関係省庁を通じた所管業界に

対する節電要請とともに、道内の大口需要家に対する電話等の
個別要請によって、最大限の対応。

 震災後、家庭・業務・産業の各分野に対し、節電への協力を依頼。
⇒ 家庭には、テレビや経済産業省ホームページ等を通じた広報を徹底
⇒ 事業者には、経産省・他省の所管団体、北海道庁等を通じて要請

広報を徹底
（テレビ、HP、Twitter等）

・ 団体等を通じ要請
・ 大口需要家

には個別連絡
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（出所）第１回電力レジリエンスワーキンググループ
（平成30年10月18日）資料６



（参考）節電に係る広報（エネ庁ホームページでの広報の状況）

 資源エネルギー庁ホームページにて北海道における節電に関する特設ページを開設。
 節電メニューの紹介、ポスター・ステッカーの配布、節電サポーターの募集・公表等を実施。

節電中であることを説明するため、節電ステッカーや
観光客向けの多言語に対応したポスターを配布

節電の具体的な取組を最大限行うことで、節電タイ
ム（平日8:30～20:30 ）に平常時より２割程度の
節電に取り組まれている企業等をホームページで募
集・公表（詳細は次ページ参照）

節電ポスター・ステッカーの配布

ポスター ステッカー(多言語対応)

節電サポーターの募集・公表

節電メニューの紹介
（掲載ページ） http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/setsuden/
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（出所）第１回電力レジリエンスワーキンググループ
（平成30年10月18日）資料６





（参考）自家発の炊き増し・電力系統への逆潮の御協力に了承
いただいた自家発保有者
大口自家発保有者
王子製紙(株)、王子マテリア(株)、新日鉄住金（株）、日本製紙
（株）、北海道ガス（株）、JXTG

小口自家発保有者
イオン北海道(株)、王子グリーンエナジー江別(株)、（株）エナ
ジーソリューション、(株)札幌ドーム、 (株)知床第一ホテル、加森観
光(株)、釧路広域連合、士幌町農業協同組合、新日本電工
(株)、太平洋セメント（株）、中・北空知廃棄物処理広域連合、
十勝圏複合事務組合くりりんセンター、独立行政法人石油天然ガ
ス・金属鉱物資源機構、苫小牧市、トヨタ自動車北海道(株)、函
館市、北海道開発局、よつ葉乳業(株) 等
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（出所）第１回電力レジリエンスワーキンググループ
（平成30年10月18日）資料６
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（参考）リアルタイムな現場情報の収集について
 昨年発生した一連の災害の経験を踏まえ、国民への迅速かつ適切な情報発信及び停電の早期

復旧という観点から、「リアルタイムな現場情報の収集（現場情報の見える化）」は目下の最優
先課題であったところ。

 電力各社はシステム構築に迅速に取り組み、今夏の台風シーズンまでに導入することを決定。災
害時の被害情報収集が迅速に実施できるよう、モバイル端末も全事業所において今夏までに導
入する予定。

<九州電力の例＞（右図）
〇システムを活用し､停電･被害把握

～復旧計画･指示～復旧･動員
把握を一元管理し､復旧時間を短
縮。

〇右の図は、システムを活用した復旧
対応イメージ。

（出所）第19回電力安全小委員会
（平成31年３月15日）資料１－１


